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第２節

障害者の状況（基本的統計より）

１．全体状況、年齢階層、発生年
齢・原因

（１）障害者の全体的状況

ア ３区分の概数
ここでは、身体障害、知的障害、精神障害
の３区分による厚生労働省の調査から基本的
な統計数値を掲載する。
身体障害、知的障害、精神障害の３区分で
障害者数の概数を見ると、身体障害者３６６万
３千人、知的障害者５４万７千人、精神障害者

３２３万３千人となっている。
これを人口千人当たりの人数で見ると、身
体障害者２９人、知的障害者は４人、精神障害
者は２５人となる。複数の障害を併せ持つ者も
いるため、単純な合計数にはならないもの
の、およそ国民の６％が何らかの障害を有し
ていることになる。
なお、精神障害者については、身体障害者
や知的障害者のような実態調査が行われてい
ないため、医療機関を利用した精神疾患患者
数を精神障害者数としていることから、一過
性の精神疾患のために日常生活や社会生活上
の相当な制限を継続的には有しない者も含ま
れている可能性がある。

総数 在宅者 施設入所者

身体障害児・者
１８歳未満 ９．８万人 ９．３万人 ０．５万人
１８歳以上 ３５６．４万人 ３４８．３万人 ８．１万人
合計 ３６６．３万人（２９人） ３５７．６万人（２８人） ８．７万人（１人）

知的障害児・者

１８歳未満 １２．５万人 １１．７万人 ０．８万人
１８歳以上 ４１．０万人 ２９．０万人 １２．０万人
年齢不詳 １．２万人 １．２万人 ０．０万人
合計 ５４．７万人（４人） ４１．９万人（３人） １２．８万人（１人）

総数 外来患者 入院患者

精神障害者

２０歳未満 １７．８万人 １７．４万人 ０．４万人
２０歳以上 ３０５．４万人 ２７２．５万人 ３２．９万人
年齢不詳 ０．６万人 ０．５万人 ０．１万人
合計 ３２３．３万人（２５人） ２９０．０万人（２３人） ３３．３万人（３人）

■図表１―８ 障害者数（推計）

注１：（ ）内数字は、総人口１，０００人あたりの人数（平成１７年国勢調査人口による）。

注２：精神障害者の数は、ICD１０（国際疾病分類第１０版）の「V精神及び行動の障害」から精神遅滞を除いた数に、てんかんとアルツハイ

マーの数を加えた患者数に対応している。

注３：身体障害児・者の施設入所者数には、高齢者関係施設入所者は含まれていない。

注４：四捨五入で人数を出しているため、合計が一致しない場合がある。

資料：
「身体障害者」
在宅者：厚生労働省「身体障害児・者実態調査」（平成１８年）
施設入所者：厚生労働省「社会福祉施設等調査」（平成１８年）等
「知的障害者」
在宅者：厚生労働省「知的障害児（者）基礎調査」（平成１７年）
施設入所者：厚生労働省「社会福祉施設等調査」（平成１７年）
「精神障害者」
外来患者：厚生労働省「患者調査」（平成２０年）より厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部で作成
入院患者：厚生労働省「患者調査」（平成２０年）より厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部で作成



20

イ 施設入所・入院の状況
障害別に状況を見ると、身体障害における
施設入所者の割合２．４％、精神障害における
入院患者の割合１０．３％に対して、知的障害者
における施設入所者は２３．４％となっており、
特に知的障害者の施設入所の割合が高い点に
特徴がある。

（２）年齢階層別の障害者数

ア 身体障害者
在宅の身体障害者３５７．６万人の年齢階層別
の内訳を見ると、１８歳未満９．３万人（２．６％）、
１８歳以上６５歳未満１２３．７万人（３４．６％）、６５歳
以上２２１．１万人（６１．８％）であり、７０歳以上
に限っても１７７．５万人（４９．６％）となってい

る。
我が国の総人口に占める６５歳以上人口の割
合（高齢化率）は調査時点の平成１８年には
２０．８％であり、身体障害者ではその３倍以上
も高齢化が進んでいる状況にある。
６５歳以上の割合の推移を見ると、昭和４５年
には３割程度だったものが、平成１８年には６
割まで上昇している。このことは、年齢階層
ごとの身体障害者の割合の違いに関係してい
る。身体障害者の割合を人口千人当たりの人
数で見ると６０歳代後半で５８．３人、７０歳以上で
は９４．９人となっている。このように、高齢に
なるほど身体障害者の割合が高いことから、
人口の高齢化により身体障害者数は今後も更
に増加していくことが予想される。

調査の概要

○身体障害児・者実態調査（厚生労働省）
在宅の身体障害児・者を対象とした調査であり、５年ごとに実施。全国の国勢調査区か
ら無作為抽出した調査地区内に居住する身体障害児・者及びその属する世帯を対象に調
査。

○知的障害児（者）基礎調査（厚生労働省）
在宅の知的障害児・者を対象とした調査であり、５年ごとに実施。全国の国勢調査区か
ら無作為抽出した調査地区内に居住する知的障害児・者のいる世帯を対象に調査。

※「身体障害児・者実態調査」と「知的障害児（者）基礎調査」は統合され「生活のしづ
らさなどに関する調査（全国在宅障害児・者等実態調査）」として、平成２３年１２月に実
施された。平成２４年度中に、厚生労働省ホームページで結果公表の予定。

○社会福祉施設等調査（厚生労働省）
全国の社会福祉施設等を対象に、施設数、在所者・従事者の状況等を調査するもので、
毎年実施。１０月１日時点での全数調査。

○患者調査（厚生労働省）
病院及び診療所を利用する患者について、その傷病の状況等の実態を明らかにし、医療
行政の基礎資料を得ることを目的とした調査であり、３年ごとに実施。全国の医療施設か
ら層化無作為に抽出し、調査日にその医療施設で受診した全ての患者を対象に調査。
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(34.6)

18年

2,211
(61.8)

不詳
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(1.0)

4,000

　注：昭和55年は身体障害児（0～17歳）に係る調査を行っていない。
資料：厚生労働省「身体障害児・者実態調査」
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資料：厚生労働省「知的障害児（者）基礎調査」

イ 知的障害者
在宅の知的障害者４１．９万人の年齢階層別の
内訳を見ると、１８歳未満１１．７万人（２８．０％）、
１８歳以上６５歳未満２７．４万人（６５．５％）、６５歳
以上１．５万人（３．７％）となっている。身体障
害者と比べて１８歳未満の割合が高い一方で、
６５歳以上の割合が低い点に特徴がある。
６５歳以上の割合の推移を見ると、平成７年
から平成１７年までの１０年で２％台から３．７％
へ増加している。知的障害は発達期に現れる
ものであり、発達期以降に新たに知的障害が
生じるものではないことから、身体障害のよ
うに人口の高齢化の影響を大きく受けること
はない。一方で、調査時点である平成１７年の
高齢化率２０．８％に比べて、知的障害者の６５歳
以上の割合が５分の１以下の水準であること
は、健康面での問題を抱えている者が多い状
況を伺わせる。

０～９歳 １０～１９歳 ２０～２９歳 ３０～３９歳 ４０～４９歳 ５０～５９歳 ６０～６４歳 ６５～６９歳 ７０歳～

３．２ ４．４ ４．１ ６．１ １１．６ ２４．４ ４８．９ ５８．３ ９４．９

■図表１―９ 年齢階層別障害者数の推移（身体障害児・者・在宅）

■図表１―１０ 年齢階層別身体障害児・者数（在宅）の人口比（対千人）
単位：人

資料：厚生労働省「身体障害児・者実態調査」（平成１８年）

■図表１―１１ 年齢階層別障害者数の推移
（知的障害児・者・在宅）
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資料：厚生労働省「患者調査」より厚生労働省社会・援
　　　護局障害保健福祉部で作成
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　注：昭和55年は身体障害児（0～17歳）に係る調査を行っ
　　　ていない。
資料：厚生労働省「身体障害児・者実態調査」

■図表１―１２ 年齢階層別障害者数の推移
（精神障害者・外来）

■図表１―１３ 種類別障害者数の推移
（身体障害児・者・在宅）

ウ 精神障害者
外来の精神障害者２９０．１万人の年齢階層別
の内訳を見ると、２０歳未満１７．３万人（６．０％）、
２０歳以上６５歳未満１８０．８万人（６２．３％）、６５歳
以上９１．５万人（３１．５％）となっている。調査
時点の平成２０年の高齢化率２２．１％に比べ、高
い水準となっている。
６５歳以上の割合の推移を見ると、平成１４年
から平成２０年までの６年間で、６５歳以上の割
合は２７．２％から３１．５％へと上昇している。

障害種類別の年次推移を見ると、視覚障
害、聴覚・言語障害、肢体不自由はほぼ横ば
いであり、内部障害の増加率が高い。平成８
年から１８年までの１０年間の推移を見ても、内
部障害の占める割合は２１．２％から３０．５％へと
増加している。このことは、障害の発生原因
や発生年齢とも関係しており、人口の高齢化
の影響が内部障害の増加に影響を及ぼしてい
るといえる。

（３）障害種類別の障害者数

ア 身体障害者
在宅の身体障害者の障害種類別の内訳を見
ると、視覚障害３１．５万人（８．８％）、聴覚・言
語障害３６．０万人（１０．１％）、肢体不自由１８１万
人（５０．６％）、内部障害１０９．１万人（３０．５％）
となっている。

イ 精神障害者
外来の精神障害者の疾病別の内訳を見る
と、「気分（感情）障害（躁うつ病を含む）」
１０１．２万人（３４．７％）、「統合失調症、統合失
調症型障害及び妄想性障害」６０．８万人
（２０．８％）、「神経症性障害、ストレス関連障
害及び身体表現性障害」５８．４万人（２０．０％）、
「てんかん」２１．２万人（７．２％）、等となって
いる。
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認知症

統合失調症、統合失調症型障害
及び妄想性障害

神経症性障害、ストレス関連障害
及び身体表現性障害

98．698．6
（３．3）（３．3）

52．4
（１．8）

１5０．2
（5．１）

98．6
（３．3）

2,901

２12．0
（7．2）

207．０
（7．1）

５84．1
（２0．0）

1012．3
（３4．7）

607．6
（２０．8）

20年17年平成14年

2,６７５

４２．６
（１．６）

２６５．７
（９．9）

250.6
（11.2）

494.2
（22.0）

684.6
（30.5）

530.8
（23.7）

2,239.1
84.4
（3.8）

38.4
（1.7）

90.7
（4.0）
70.3
（3.1）

１４７．０
（５．５）

１１０．８
（４．１）

５７９．６
（２１．５）

８96．２
（３３．３）

５５８．１
（２０．７）

9１．０
（３．４）

　注：疾患名については調査時点のものである。
資料：厚生労働省「患者調査」より厚生労働省社会・援護局
　　　障害保健福祉部で作成

■図表１―１４ 種類別障害者数の推移（精
神障害者・外来）

認知症

4.2

56.2

8.7

4.2

9.9
2．1

1．5

13.2
1．8 3．3

20．0

5．1

7．1

7．2

34.7

20．8

神経症性障害、ストレス関連障害
及び身体表現性障害

統合失調症、統合失調症型障害
及び妄想性障害

資料：厚生労働省「患者調査」（平成20年）より
　　　厚生労働省社会・援護局障害保健福祉部で作成

■図表１―１５ 精神障害者の疾患別構成割合平成１４年度からの６年間の外来患者数の傾
向を疾患別に見ると、「統合失調症、統合失
調症型障害及び妄想性障害」はほぼ横ばいで
推移しているのに対し、「気分（感情）障害
（躁うつ病を含む）」は１．５倍近い伸びを示し
ている。

ウ 精神障害者の入院・外来の構成割合
精神疾患の疾患別に入院・外来の構成割合
を見ると、入院では「統合失調症、統合失調
型障害及び妄想性障害」が６割近くを占めて
いるのに対し、外来では「気分（感情）障害
（躁うつ病を含む）」や「神経症性障害、ス
トレス関連障害及び身体表現性障害」の割合
が高くなっている。

（４）障害の発生年齢及び原因

ア 身体障害の発生時の年齢
在宅の身体障害者（１８歳以上）について、
障害の発生時の年齢分布を見ると、４０歳代以
降の発生が６割強を占めており、６５歳以上の
発生に限っても２４％程度ある。
障害種類別で見ると、視覚障害、聴覚・言
語障害、肢体不自由ともに３割から４割程度
が４０歳までに生じているのに対し、内部障害
では４０歳以前の発生は１３％程度に過ぎず、大
半が４０歳以上で生じている。これは、内部障
害では中高齢期に生じた心臓や腎臓等の臓器
の疾病に起因する障害が多いことによる。
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13.5 5.0 14.5 28.5 12.4 4.515.36.3

11.96.7 5.5 28.6 15.5 4.818.19.0

6.75.4 13.3 38.5 6.2 3.620.95.3

0.20.21.81.8 0.21.8

8.9 43.6 6.6 2.734.4

1.8

5.1 5.1 11.3 38.2 7.8 3.524.34.7

資料：厚生労働省「身体障害児・者実態調査」（平成18年）

イ 身体障害の原因
在宅の身体障害者（１８歳以上）について、
障害の原因を見ると、疾病や事故の割合が高
いが、不明や不詳も多い。疾病の中では、感

染症や中毒性疾患以外の疾患の割合が高く、
生活習慣病や原因不明の疾患等によっても障
害が発生している。また、事故の中では労働
災害が交通事故を若干上回っている。

総数
事故 疾病 出生時

の損傷 加齢 その他 不明 不詳交通
事故

労働
災害

その他
の事故

戦傷病
・戦災 小計 感染症 中毒性

疾患
その他
の疾患 小計

総数 ３，４８３ １０６ １１３ １００ ２１ ３４１ ５８ ８ ６５６ ７２２ ７９ １６６ ３５６ ４４６ １，３７２
（１００．０） （３．０） （３．２） （２．９） （０．６） （９．８） （１．７） （０．２）（１８．８）（２０．７） （２．３） （４．８）（１０．２）（１２．８）（３９．４）

視覚
障害

３１０ １１ ２ ８ ３ ２５ ４ １ ５６ ６１ １４ ７ ４１ ５８ １０５
（１００．０） （３．５） （０．６） （２．６） （１．０） （８．１） （１．３） （０．３）（１８．１）（１９．７） （４．５） （２．０）（１３．２）（１８．７）（３３．９）

聴覚・
言語障害

３４３ ６ ３ ６ ２ １７ ３ － ４７ ５１ ７ ２９ ２９ ５１ １６０
（１００．０） （１．７） （０．９） （１．７） （０．６） （５．０） （０．９） （－）（１３．７）（１４．９） （２．０） （８．５） （８．５）（１５．０）（４６．７）

肢体
不自由

１，７６０ ８９ ９６ ８６ １４ ２８４ ３６ ２ ３５６ ３９４ ５３ ７０ １４５ １６３ ６５１
（１００．０） （５．１） （５．５） （４．９） （０．８）（１６．１） （２．０） （０．１）（２０．２）（２２．４） （３．０） （４．０） （８．２） （９．３）（３７．０）

内部
障害

１，０７０ １ １１ １ ２ １５ １５ ６ １９６ ２１６ ６ ６０ １４２ １７４ ４５７
（１００．０） （０．１） （１．０） （０．１） （０．２） （１．４） （１．４） （０．６）（１８．３）（２０．２） （０．６） （５．６）（１３．３）（１６．３）（４２．７）

総数
事故 疾病 出生時

の損傷 その他 不明 不詳交通
事故

その他
の事故 小計 感染症 中毒性

疾患
その他
の疾患 小計

総数 ９３，１００ １，２００ １，５００ ２，７００ １，５００ ３００ ７，４００ ９，２００ １７，９００ １６，７００ ３２，２００ １４，２００
（１００．０） （１．３） （１．６） （２．９） （１．６） （０．３） （７．９） （９．９）（１９．２）（１７．９）（３４．６）（１５．３）

視覚
障害

４，９００ － － － ３００ － ３００ ６００ ６００ １，２００ １，５００ ９００
（１００．０） （－） （－） （－） （６．１） （－） （６．１）（１２．２）（１２．２）（２４．５）（３０．６）（１８．４）

聴覚・
言語障害

１７，３００ － － － － － ６００ ６００ １，５００ ９００ ９，６００ ４，６００
（１００．０） （－） （－） （－） （－） （－） （３．５） （３．５） （８．７） （５．２）（５５．５）（２６．６）

肢体
不自由

５０，１００ １，２００ １，５００ ２，７００ ９００ － ４，９００ ５，８００ １４，２００ １０，２００ １１，８００ ５，３００
（１００．０） （２．４） （３．０） （５．４） （１．８） （－） （９．８）（１１．６）（２８．３）（２０．４）（２３．６）（１０．６）

内部
障害

２０，７００ － － － ３００ ３００ １，５００ ２，１００ １，５００ ４，３００ ９，３００ ３，４００
（１００．０） （－） （－） （－） （１．４） （１．４） （７．２）（１０．１） （７．２）（２０．８）（４４．９）（１６．４）

■図表１―１６ 障害発生時の年齢階級（身体障害者・在宅）

■図表１―１７ 障害の種類別・障害の原因別にみた身体障害児・者数
単位：千人（％）身体障害者（１８歳以上）（在宅）

身体障害児（１８歳未満）（在宅） 単位：人（％）

（注）（ ）内は構成比 資料：厚生労働省「身体障害児・者実態調査」（平成１８年）
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単位：％

全体

統合失調症 14.9

8.4 20.9 38.2 20.1 10.6

41.3 36.2 5.6

0.6

1.3

統合失調症以外
資料：厚生労働省「精神障害者
　　　社会復帰サービスニー
　　　ズ等調査」（平成15年）0 2010 4030 6050 8070 10090

1.8

不詳60歳以上40～59歳20～39歳10～19歳0～9歳

11.2 29.8 37.3 13.8 6.3
1.6

また、在宅の身体障害児（１８歳未満）では、
不明が最も多く、以下出生時の損傷、その
他、不詳、疾病、事故の順になっている。

ウ 精神障害の発生時の年齢
外来の精神障害者の精神科初診時の年齢を
見ると、２０歳未満が４１．０％を占め、４０歳以上
は２０．１％となっている。
疾患別に精神科初診時の年齢を見ると、統
合失調症では２０歳未満が５６．２％を占め、４０歳

以上は６．２％に過ぎないことから、在学中の
発病などにより、就職経験もなく社会生活へ
の適応に困難を有する者も多いことがうかが
われる。これに対して、統合失調症以外のう
つ病等の疾患では２０歳未満が２９．３％に止まる
一方、４０歳以上が３０．７％を占めており、社会
生活上の実績を築き上げてきた後に社会生活
への適応に困難を生じている者が多いことが
うかがわれる。

調査の概要

○精神障害者社会復帰サービスニーズ等調査（厚生労働省）
平成１５年度に厚生労働省が社団法人日本精神科病院協会に委託して実施した調査。精神
障害者の立場から各種サービスの把握を目的として、医療機関の外来・入院患者、精神障
害者社会復帰施設の入所者を対象に実施した抽出調査。

■図表１―１８ 障害発生時の年齢階級


